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基本方針を踏まえたケアマネジメントの実施について 

 

介護保険課長  

 

 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５２号）

の施行により、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」といいます。）が改正され、自立支援・

重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進が義務付けられました。 

この中で、ケアマネジメントについては、高齢者の自立支援、重度化防止等に資することを目的とし

てケアマネジメントが行われるよう、保険者として、ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、

介護支援専門員にお伝えすることが求められております。 

そこで、本市における居宅介護支援事業に関する基本方針及び第９期茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護

保険事業計画の基本理念をお伝えさせていただきます。ケアプランを作成する際は、ご留意ください。 

 

茅ヶ崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成３０年条例第

６号）（以下「条例」といいます。） 

（基本方針） 

第３条 指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下同じ。）の事

業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選

択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に

提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同

じ。）は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立

場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等（法第８条第２４項に規定する指定居宅サービ

ス等をいう。以下同じ。）が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者（法第４１条第１項に規

定する指定居宅サービス事業者をいう。以下同じ。）等に不当に偏することのないよう、公正中立に

行われなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の事業の運営に当たっては、市、地域包括支援セン

ター（法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同じ。）、老人介護支

援センター（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２第１項に規定する老人介護

支援センターをいう。）、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者（法第５８条第１項

に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同じ。）、介護保険施設、指定特定相談支援事業者（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条

の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者をいう。）等との連携に努めなければならな

い。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項

に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければな

らない。 

 

  



第９期茅ヶ崎市高齢者福祉計画・介護保険事業計画では、団塊の世代が全て７５歳以上の後期高齢者

となる令和７年以降の社会情勢への対応と、その先の令和１７年には団塊の世代が要介護認定率や介護

給付費が急増する８５歳に達することを見据え、健康寿命の延伸への取組のほか、地域包括ケアシステ

ムのさらなる深化・推進に取り組んでおり、基本理念は次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務担当 

茅ヶ崎市役所福祉部介護保険課 

給付担当 

超高齢社会において、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常

生活を送ることができるよう、地域の支え合いの力が連携して機能し、効果を発揮できる仕組みづ

くりを進め、高齢者一人ひとりの日々充実した暮らしの実現を目指す。 


